チャランケ通信　第37号　2013年11月4日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　あっという間に10月が終わり、北国では冬支度に入ろうとしている。国会の方では、重要法案の審議に入っているようだが、安倍総理は外交に忙しいようで、トルコを訪問したようだ。とにかく、今は健康に自信があるのだろうか、あちらこちらへと忙しい毎日を過ごしているようだが、少しは落ち着いてモノを考えてはどうなのか、と言いたくなる。秋は読書の秋でもある。
　武村正義元大蔵大臣が指摘する民主党政権の4つの失敗
さて、あまり知られていない電子媒体の一つに「メディアウオッチ100」という週3回発行の有料紙がある。メディアに従事していたＯＢの方々が、今のメディアに対して色々と甘辛な問題提起をされているもので、なかなか興味深い記事が多い。自分もこれまでに何回か投稿したことがある。その400号に続いて402号403号に武村正義元官房長官の「政治と報道の在り方について今思うこと」と題する記念講演が連載されている。その中で、民主党政権がなぜ簡単に倒れたのか、4つの失敗を指摘されていて興味深い。
その4つの失敗とは①小沢一郎さんの失敗②マニフェストの失敗③政治主導の失敗④民主党は組織の体を為していなかった、事だという。その中で一番興味深かったしその通りだと思ったのは、①小沢一郎さんの失敗、である。その点について、次のように問題を指摘されている。
　　「それは小沢さんの失敗と言うより、2003年9月、民主党の鳩山由紀夫さんと菅直人さんが、自由党の党首だった小沢さんを迎え入れたことがそもそも間違いだったのではないか。しかも、その2年後には小沢さんを党代表に選び、そこで失敗すると幹事長に、更に幹事長で失敗すると選挙対策委員長にし、選挙は全部、小沢さんに任せてしまった。その結果、小沢さんにオールマイティーの民主党、小沢支配の民主党になってしまった。これが大失敗だったと思う。」
　小沢氏は、政策は政局のために利用すると割り切り、政局一本やりだったと厳しく見ておられる。さきがけ時代に細川政権の官房長官として小沢氏に振り回された苦い思い出があるのだろう。小沢氏への批判はまことに厳しいし、その通りだと自分も思う。今頃そんなことを言ったところで何にもならないのではあるが、民主党が二度と立ち上がれなくなる要因を創ったのも小沢一郎氏の政局第一主義にあったと言えよう。
　武村氏の提言する「民主党立ち直りに向けた3つの提言」
　403号掲載の質疑応答の中で、民主党が立ち直るためにはどうしたら良いのか、と言う点について、武村氏は民主党の会合に呼ばれた際に、
「変わったと、ドーンとアピールするために」「党名を変えたらどうか」「大きく変えるのが嫌なら『新民主党』でいいよ、『新』をつけたらどうか」と提言されている。さらに、「党首も変えろ。党内の人間よりも民間人を起用したらどうか。それぐらい大胆さでフレッシュな人に変えよ」とも提言されている。
政策に関しては「リベラルと言う言葉を旗にせよ」と主張され、「左に行け」とは言わない。しかし、「中道よりはやや左の路線を取り。平等や公正、弱者、社会福祉に目を向けるべきだ。『中道リベラル』と言う言葉もあるがそれぐらいの旗を鮮明に立ててくれと言いたい。」と提言されている。
まことにその通りなのではなかろうか。党名、党首、政策の大胆な転換があれば、とりあえずは民主党の悪いイメージの幾らかは払拭されるに違いない。問題はそれ以降の人材育成や政策のブラッシュアップ如何にかかっているのだが、直面している民主党の改革の始動にとっては、まことに興味深い提起であり、民主党関係者はしっかりと噛みしめてみる必要がありそうだ。
民主党政権で国税通則法の大改正は実現、その結果は・・・
　話題は税の問題になるのだが、今年１月から国税通則法の大改正によって課税理由の説明などが原則義務化されたり、事前通知も強化されるなど国税庁にとっては大変な改革が進められてきた。逆に言えば、本来納税者の権利があまりにも軽く扱われ過ぎていたことを示していると言っても過言ではない。本来であれば、民主党政権の下で政権公約に打ち出してきた「納税者権利憲章」を
制定し、法的な裏付けを持った憲章を策定する準備を進め、一時はその実現に向けて閣議決定にまで至っていたのであるが、衆参ねじれの下で、残念ながら実現できず悔しい思いをさせられたのだ。
ただ、「納税者権利憲章」は出来なかったものの、先ほど触れた税務調査の事前通知の義務化や処分に対する理由付記など、行政手続法の特別法である国税通則法の方が手続き面での改正が進んでいるのが実情である。民主党政権の数少ない成果だと言えよう。
　その法改正によって、個人所得税の実地調査件数が今年6月までの1年間で69,974件と前年度から3割減り、申告漏れの指摘額も8578億円と11％減少したとみられる、と10月28日付の日本経済新聞で報道されている。一方、法人税についても全国の法人に対する税務調査件数が9万3千件で、前年度から27，4％減ったのも同じく通則法の改正によるものと31日付の日経紙は報道している。
納税者にとって良い改正をしたはずなのに、それが効率低下を招いたとだけ報道しているのは解せない
このように、今まで納税者に対して不十分にしか納税手続きをしてこなかったことが問題なのであり、それをきちんと手続きを是正すること自体は当然必要なことなのだ。手続きを納税者にとって有利に是正することによって実調率が低下しないよう定数の是正をはじめ、国は必要な努力をしなければならないことは言うまでもあるまい。あたかも、法改正によって実調率の低下が起きたことで、法改正そのものが問題であるかのような書きぶりには法改正を進めてきた者にとっては見逃すことができない。あまり大きく取り上げられた記事ではなかったものの、おそらく国税庁からの受け売りのコメントを流しているのだろうが、もう少しこの問題の経過を理解して記事を書いて欲しいものだ。
福島清彦立教大学特任教授の『世界で一番豊かな国　日本』(金融財政事情研究会刊)をぜひ読んでほしい
　最後に、最近読んだ大変優れた本の紹介をしたい。その本の著者は、小生の大学時代からの友人で、自分が議員時代にもいろいろなアドバイスを受けてきた福島清彦立教大学特任教授である。その本の題名は『世界で一番豊かな国日本…成長幻想を打ち壊した国連調査…』（2013年9月金融財政事情研究会刊）である。中身の詳細は、全体で150ページ程度であり、表や資料がふんだんに使われ読みやすくなっており、ぜひとも直接著作を読んでいただきたい。福島教授は2009年9月にコロンビア大学教授スティグリッツ氏がサルコジ大統領から依頼を受けてGDPを超える新指標が必要だと提唱したスティグリッツ報告が出て以降、国際機関と欧米各国におけるこのテーマの議論を系統的に追跡・分析されてきた3部作の最後の物となっている。
　「日本の一人当たり資産残高は世界一」のもつ意味に注目
今回の著作では、2012年6月に出た、GDPを超える国連の新統計(Inclusiv Wealth Report 2012)で、日本の一人当たり資産残高が世界1位であったことを紹介し、その点についての著者の意義づけが詳しく述べられている。著者の一番強調したい点を要約して言えば、「成長戦略」は日本にますます不向きな戦略になっており、人口減少が進む日本は経済規模の拡大ではなく、国連新統計の4資本モデルを参考にして、すでに世界最高の水準にある4資本(生産して資本、人的資本、天然資本、社会関係資本)の残高を増やしも国民の福利厚生度と経済の発展持続力を高めることを経済政策の基本に据えるべきだ、と言うことになるのだろうか。
最近のアベノミクスが「成長戦略」を特に強調しているときだけに、福島教授の指摘する論点をじっくりと熟読玩味し、国会論戦などでも民主党をはじめとする野党側は理論武装に努めてほしいものだ。ちなみに、12月4日如水会館で福島教授を囲んでこの著作やアベノミクスの評価などについて議論をすることにしている。
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